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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況
イ．連結子会社の数‥‥‥‥‥‥29社
ロ．主要な連結子会社の名称‥‥「事業報告　１．企業集団の現況　(4) 重要な子

会社等の状況」に記載しているため省略しており
ます。

エムディフード株式会社は、当連結会計年度において新たに設立したため、連結
の範囲に含めております。
中外産業株式会社は、当連結会計年度において当社が同社株式を取得したため、
連結の範囲に含めております。
ダスキン保険サービス株式会社は、当連結会計年度においてダスキン共益株式会
社に吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
イ．持分法適用の関連会社数‥‥４社
ロ．主要な会社等の名称‥‥‥‥楽清服務股份有限公司、PULMUONE DUSKIN 

CO.,LTD.、統一多拿滋股份有限公司、統一多拿滋
（上海）食品有限公司であります。

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直
近の事業年度に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、中外産業株式会社、楽清（上海）清潔用具租賃有限公司、楽
清香港有限公司、MISTER DONUT KOREA CO.,LTD.の決算日は平成25年12月31日であ
り、連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しており
ます。ただし、平成26年１月１日から平成26年３月31日までの期間に発生した重
要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

満期保有目的の債券‥‥‥‥償却原価法（定額法）
その他有価証券
・時価のあるもの‥‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は主と
して移動平均法により算定）

・時価のないもの‥‥‥‥‥移動平均法による原価法
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ロ．たな卸資産
当社及び連結子会社は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
なお、商品及び製品に含まれるレンタル品については、レンタル開始時に費用
処理しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産‥‥‥‥‥‥‥当社及び連結子会社は定額法

（リース資産を除く）
ロ．無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥当社及び連結子会社は定額法

（リース資産を除く）　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における見込利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

ハ．リース資産‥‥‥‥‥‥‥‥当社及び連結子会社は、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引に係るリース資産について、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥当社及び連結子会社は、債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥当社及び連結子会社は、主として従業員の賞与の
支出に備えるため、支給期間に対応する見積額を
計上しております。

ハ．ポイント引当金‥‥‥‥‥‥当社は、「ポイントカード」制度に基づき顧客に
付与されたポイントの使用に備えるため、当連結
会計年度末において将来使用されると見込まれる
ポイントに対する所要額を計上しております。
なお、当該「ポイントカード」制度については平
成25年９月30日をもって終了したため、終了に伴
って発生すると見込まれる諸費用につきましても
本引当金に含めて計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引
に係る収益の計上基準

‥‥‥リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方
法によっております。
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⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ手段‥‥‥‥‥‥‥‥為替予約取引

デリバティブ取引（金利スワップ）
ロ．ヘッジ対象‥‥‥‥‥‥‥‥外貨建予定取引

長期借入金
外貨建予定取引については、繰延ヘッジ処理によ
っており、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その
変動額の比率によって有効性を評価しております。
また、特例処理の要件を満たす金利スワップにつ
いては、特例処理を採用しております。この金利
スワップの有効性評価は省略しております。

ハ．ヘッジ方針‥‥‥‥‥‥‥‥海外取引における為替変動に対するリスクヘッジ
のため、為替予約取引を行っており、投機目的の
デリバティブ取引は行っておりません。また、借
入金利息の金利変動リスク回避目的のために金利
スワップ取引を行っております。

⑥　のれんの償却に関する事項‥‥のれんの償却については、投資毎に投資効果の発
現する期間を見積り、当該期間にわたり、定額法
により償却を行っております。なお、当連結会計
年度においては重要性が乏しい場合を除き、５年
で償却を行っております。
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⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
イ．退職給付に係る負債の
　計上基準

‥‥‥退職給付に係る負債は、主として従業員の退職給
付に備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除し
た額を計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に
おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており
ます。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費
用については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理方法‥‥消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。

２．会計方針の変更に関する注記
退職給付に関する会計基準等の適用
当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成

24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付
適用指針」という。）を適用しております。（ただし、退職給付会計基準第35項本文
及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）これにより、退職給付
債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更
し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上し
ております。
退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な

扱いに従っており、当連結会計年度において、当該変更に伴う影響額をその他の包括
利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。
この結果、当連結会計年度末のその他の包括利益累計額が709百万円減少しておりま

す。
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３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 51,166百万円
(2) ①担保に供している資産　建物及び構築物 168百万円

土地 171百万円
投資有価証券 249百万円

合計 590百万円
 　 ②担保付債務　　　　　　商品券発行残高 373百万円

１年内返済予定の長期借入金 55百万円
長期借入金 33百万円

合計 461百万円

(3) 保証債務 他の会社の金融機関等からの借入債務に
対する保証

211百万円

経営指導念書等の差入れ 159百万円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度
末の株式数
（千株）

普通株式 64,994 － 1,500 63,494

 (注)発行済株式の総数の減少1,500千株は、自己株式の消却によるものであります。

(2）自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度
末の株式数
（千株）

普通株式 1,913 1,502 1,500 1,915

 (注)１． 普通株式の自己株式数の増加1,502千株は、会社法第165条第３項の規定に
より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に
よる増加1,500千株等であります。

　 　２． 普通株式の自己株式数の減少1,500千株は、自己株式の消却によるものであ
ります。
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(3) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

平成25年６月21日開催の第51回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,261百万円
・１株当たり配当額 20円
・配当の原資 利益剰余金
・基準日 平成25年３月31日
・効力発生日 平成25年６月24日

平成25年10月31日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,503百万円
・１株当たり配当額 40円
・配当の原資 利益剰余金
・基準日 平成25年９月30日
・効力発生日 平成25年12月３日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
平成26年６月20日開催予定の第52回定時株主総会において次のとおり付議いたし
ます。
・配当金の総額 1,231百万円
・１株当たり配当額 20円
・配当の原資 利益剰余金
・基準日 平成26年３月31日
・効力発生日 平成26年６月23日
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性、確実性を最優先した金融商品に
限定しており、運用先金融機関等の運用先集中リスクの回避及び運用商品につき
ましても格付け・期間等の一定の基準を満たす金融商品で運用をしております。
また、資金調達については主に銀行借入れを基本としつつ資金使途・目的に応じ
て金融市場環境や金利動向等を総合的に勘案し、その時点で最適と思われる調達
方法を検討することとしております。デリバティブは、後記するリスクを回避す
るために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされておりま
す。
　有価証券及び投資有価証券は、主に満期までの保有を基本にした債券及び取引
先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、発行体の信用リスク及び
金利・為替変動リスク、市場価格の変動リスクにさらされております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、レンタル品預り保証金は、ほと
んど１年以内の支払期日であります。
　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対す
るヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関
するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい
ては、前述の「１．(4)会計処理基準に関する事項」に記載されている「⑤重要な
ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
　当社は、経理規程及び販売管理規程並びに与信管理規程、その他の取引先のリ
スクに関連する規程に従う営業債権について、各事業部門の管理責任者が定期的
及び必要に応じた信用調査を実施しており、取引先ごとの回収一覧表等を作成し
て回収状況及び残高を管理すると共に、回収懸念を早期に把握し、その債権保全
に努めております。連結子会社についても、当社の規程に準じて同様の管理を行
っております。
　有価証券及び投資有価証券の債券は、経理規程の有価証券運用管理要領に従い
安全性、確実性を最優先し、格付けの高い債券を投資対象としているため、信用
リスクは僅少であります。
　デリバティブ取引の利用に当たっては、カウンターパーティーリスクを軽減す
るために格付けの高い金融機関と取引を行っております。
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ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社は、外貨建ての営業債権債務の為替の変動リスクに対して、先物為替予約
を利用してヘッジしております。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の格付け及び財
務状況等を把握し、経理部担当取締役には毎月、取締役会には半期ごとに時価の
報告を行っております。また、発行体の大幅な格付け低下等が起こった場合は速
やかに経理部担当取締役に報告し、対策を講じるものとしております。
　デリバティブ取引については、為替の変動リスクのヘッジ目的で実需相当額ま
での取引に限定して実施しております。取引は稟議規程等の承認に基づき経理部
で契約を行い、契約先との残高照合等を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理

　当社は、各事業部等からの報告に基づき経理部で資金繰り計画の作成・更新を
行っております。運転資金としては将来の予測可能な資金需要に対して十分な資
金及び資金化が容易な定期預金、有価証券を確保しております。また、不測の事
態に備えて主要取引金融機関とコミットメントライン（特定融資枠）契約を締結
しており、円滑且つ効率的な資金調達が可能な体制をとっております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因
を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変
動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項
平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極
めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注)２．を参照くださ
い。）。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1)現金及び預金 20,370 20,370 ―

(2)受取手形及び売掛金 10,701

貸倒引当金(※) △33

10,668 10,668 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 80,735 80,760 25

資産計 111,774 111,799 25

(1)支払手形及び買掛金
(2)未払金
(3)レンタル品預り保証金

7,818
7,206

10,203

7,818
7,206
10,203

―
―
―

負債計 25,229 25,229 　―

(※)受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　　 ・資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
これらはほとんど短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機
関から提示された価格によっております。

・負債
(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3)レンタル品預り保証金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
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(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円）

 区分 連結貸借対照表計上額

差入保証金 7,249

非上場株式 729

関係会社出資金 4

これらについては、市場価格がなく、且つ将来キャッシュ・フローを見積るこ
と等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示
の対象としておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,446円24銭
(2) １株当たり当期純利益 71円13銭
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個別注記表
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①　満期保有目的の債券‥‥‥‥‥償却原価法（定額法）
②　子会社株式及び関連会社株式‥移動平均法による原価法
③　その他有価証券

・時価のあるもの‥‥‥‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

・時価のないもの‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）
なお、商品及び製品に含まれるレンタル品については、レンタル開始時に費用処理
しております。

(3) 固定資産の減価償却方法
①　有形固定資産‥‥‥‥‥‥‥‥定額法

（リース資産を除く）
②　無形固定資産‥‥‥‥‥‥‥‥定額法

（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における見込利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

③　リース資産‥‥‥‥‥‥‥‥‥所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ
ース資産について、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法

(4) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金‥‥‥‥‥‥‥‥‥従業員の賞与の支出に備えるため、支給期間に対
応する見積額を計上しております。
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③　ポイント引当金‥‥‥‥‥‥‥「ポイントカード」制度に基づき顧客に付与され
たポイントの使用に備えるため、当事業年度末に
おいて将来使用されると見込まれるポイントに対
する所要額を計上しております。
なお、当該「ポイントカード」制度については平
成25年９月30日をもって終了したため、終了に伴
って発生すると見込まれる諸費用につきましても
本引当金に含めて計上しております。

④　退職給付引当金‥‥‥‥‥‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る按分額を費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年
度より費用処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ手段‥‥‥‥‥‥‥‥為替予約取引
ロ．ヘッジ対象‥‥‥‥‥‥‥‥外貨建予定取引

外貨建予定取引については、繰延ヘッジ処理によ
っており、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又
はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その
変動額の比率によって有効性を評価しております。

ハ．ヘッジ方針‥‥‥‥‥‥‥‥海外取引における為替変動に対するリスクヘッジ
のため、為替予約取引を行っており、投機目的の
デリバティブ取引は行っておりません。

(6) 消費税等の会計処理方法‥‥‥‥消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。
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２．貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 1,027百万円

短期金銭債務 12,138百万円
長期金銭債務 1,781百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 30,950百万円
(3) 担保に供している資産 投資有価証券 249百万円

上記資産について、商品券発行残高373百万円の担保に供しております。
(4) 保証債務 他の会社の金融機関等からの借入債務

に対する保証
268百万円

経営指導念書等の差入れ 159百万円

３．損益計算書に関する注記
    関係会社との取引高　　　 　売上高 9,249百万円

仕入高、販売費及び一般管理費 16,099百万円
営業取引以外の収入 1,473百万円
営業取引以外の損失 60百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首の株式数

（千株）

当事業年度
増加株式数
（千株）

当事業年度
減少株式数
（千株）

当事業年度
末の株式数
（千株）

普通株式 1,913 1,502 1,500 1,915

（注)１． 普通株式の自己株式数の増加1,502千株は、会社法第165条第３項の規定に
より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に
よる増加1,500千株等であります。

　　 ２． 普通株式の自己株式数の減少1,500千株は、自己株式の消却によるものであ
ります。
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５．税効果会計に関する注記
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳

（流動の部）
繰延税金資産
賞与引当金 789百万円
ポイント引当金 156百万円

未払事業税 46百万円
たな卸資産評価減 145百万円
その他 266百万円

繰延税金資産小計 1,403百万円
評価性引当額 △28百万円
繰延税金資産合計 1,375百万円
繰延税金負債
　その他 0百万円
繰延税金負債合計 0百万円
繰延税金資産の純額 1,374百万円

（固定の部）
繰延税金資産
減価償却超過額 387百万円
減損損失 326百万円
退職給付引当金 4,368百万円
資産除去債務 175百万円
貸倒引当金 62百万円
有価証券評価減 1,340百万円
投資簿価修正額 499百万円
その他有価証券評価差額金 354百万円
その他 9百万円

繰延税金資産小計 7,525百万円
評価性引当額 △2,239百万円
繰延税金資産合計 5,285百万円
繰延税金負債
資産除去債務固定資産 38百万円
固定資産圧縮積立金 17百万円
関係会社現物出資差額 52百万円
その他有価証券評価差額金 1,653百万円
その他 1百万円

繰延税金負債合計 1,763百万円
繰延税金資産の純額 3,521百万円
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(2)法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法」(平成23年法律第117号）の改正法が平成26年３月31日に公布され、平
成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が廃止されることとなり
ました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従
来の38.01％から35.64％になります。
この税率変更により、当事業年度末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を

控除した金額）は90百万円減少し、法人税等調整額は90百万円増加しております。

６．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,137円68銭
(2) １株当たり当期純利益 62円59銭

７．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は連結配当規制の適用会社であります。
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